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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第81期
第２四半期
連結累計期間

第82期
第２四半期
連結累計期間

第81期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 7,437 7,798 15,082

経常利益 (百万円) 44 152 142

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) 28 △9 73

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △33 22 61

純資産額 (百万円) 2,172 2,216 2,267

総資産額 (百万円) 8,497 8,604 8,244

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) 1.92 △0.63 4.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.6 25.8 27.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △16 73 266

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △34 △72 △73

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △20 165 △271

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 595 755 588

　

回次
第81期
第２四半期
連結会計期間

第82期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 4.13 △2.26

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第81期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４．第81期及び第81期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第82期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会

社)が判断したものであります。

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国を中心としたアジア地域では堅調な成長を維持

しました。また、東日本大震災の影響による経済活動の悪化は持ち直しの動きが続いております。しかしな

がら、米国経済の減速や欧州の財政問題の深刻化、円高の進行、タイ洪水の影響などもあり、依然先行き不透

明な状態が続いております。

当社グループはこのような状況下におきまして、海外拠点の整備と拡充を行うとともに、積極的な営業展

開に努めてまいりました結果、総取扱量は前年同期間比2.2％増加し、売上高は77億98百万円余（対前年同

期間３億60百万円余増）となりました。損益面につきましては、外注費比率が微増となりましたが、営業総

利益は前年同期間比28.3％増加し６億89百万円余（対前年同期間１億52百万円余増）となりました。営業

利益は、１億28百万円余（前年同期間は営業損失８百万円余）、経常利益は前年同期間比240.3％増加し１

億52百万円余（対前年同期間１億７百万円余増）となりましたが、特別損失に投資有価証券評価損を１億

71百万円余計上したことにより、９百万円余の四半期純損失（前年同期間は四半期純利益28百万円余）計

上となっております。
　

セグメントの業績を示すと、次の通りであります。

①輸出部門

輸出部門におきましては、金属製品が減少しましたが、機械機器製品が増加したことにより、輸出部門

の売上高は前年同期間比9.9％増加し19億41百万円余、セグメント損失は９万円余（前年同期間はセグメ

ント損失３百万円余）の計上となりました。

②輸入部門

輸入部門におきましては、繊維製品が減少しましたが、機械製品及び雑貨が増加したことにより、輸入

部門の売上高は前年同期間比7.9％増加し30億22百万円余、セグメント利益は83百万円余（前年同期間は

セグメント損失38百万円余）の計上となりました。
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③国際部門

国際輸出におきましては、北米向けの建設機械及び部品の取扱いが低調でしたが、安定した代理店貨物

の取扱いと東南アジア向けプロジェクト貨物の取扱いにより、国際輸出部門の売上高は前年同期間比

13.7％増加し７億53百万円余の計上となりました。国際輸入は、当社主力商品である繊維製品の取扱いが

低迷したこと及び在庫調整等による家電関係の取扱い貨物が減少し、国際輸入部門の売上高は前年同期

間比5.5％減少し19億79百万円余の計上となりました。その結果、国際部門全体の売上高は前年同期間比

0.9％減少し27億33百万円余、セグメント利益は33百万円余（前年同期間はセグメント利益16百万円余）

の計上となりました。

④その他

船内荷役、港湾関連及び倉庫業等の売上合計は前年同期間比8.4％減少し１億50百万円余となり、セグ

メント利益は11百万円余（前年同期間はセグメント利益16百万円余）の計上となりました。

　

(2)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ３億60百万円余増加し、86億４百万

円余となりました。流動資産は４億81百万円余増の37億21百万円余、固定資産は１億20百万円余減の48億

83百万円余であります。流動資産増加の主な要因は、現預金、立替金及び売掛金の増加等によるものであ

ります。固定資産減少の主な要因は、投資有価証券評価損計上による投資有価証券の減少等によるもので

あります。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ２億54百万円余増加し、43億13百万円余となりました。固定負債

は、前連結会計年度末に比べ、１億57百万円余増加し20億74百万円余となりました。流動負債増加の主な

要因は、営業未払金の増加等によるものであります。固定負債増加の主な要因は、長期借入金の増加等に

よるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ、51百万円余減少し、22億16百万円余となりました。これは、利益剰

余金の減少等によるものであります。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、７億55百万円と

なり、前年同四半期連結累計期間末より１億59百万円の増加となりました。各キャッシュ・フローの状況

と要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金は、営業債務の増加等と営業債権の増減額に

よる減少額等により、73百万円の増加（前年同四半期は16百万円の減少）となり、前年同四半期と比べる

と90百万円の増加となりました。主な要因は賞与引当金の増減額による減少等がありましたが、投資有価

証券評価損益とその他の資産の増減額の増加等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当２四半期連結累計期間における投資活動による資金は、有形固定資産の取得にる支出とその他の支

出等により、72百万円の減少（前年同四半期は34百万円の減少）となり、前年同四半期と比べると38百万

円の減少となりました。これは、貸付金の回収による収入19百万円及びその他の支出17百万円の減少等に

よるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金は、長期借入れによる収入と、長期借入金の返

済による支出等により、１億65百万円の増加（前年同四半期は20百万円の減少）となりました。前年同四

半期と比べると１億85百万円の増加となりました。主な要因は長期借入金による収入７億円の増加等と

短期借入金の純増減額５億40百万円の減少等によるものです。

　

(4)研究開発活動

該当事項はありません。

　

(5)従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数に著しい増減はありません。

　

(6)生産、受注及び販売の実績

当社グループは、生産、受注及び販売を行う事業を行っておりませんので、記載を省略しております。

　

(7)主要な設備

新設、休止、大規模模改修、除却、売却等について、当第２四半期連結累計期間において、重要な変動はあ

りません。

　

(8)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの主要な事業である港湾運送における貨物量は、景気の変動はもとより、業者間の価格競

争や、生産在庫調整等など顧客の物流政策の変更による影響を受けます。また、海外地域における貿易に

関する法的規制や、産業構造の変化及び物流形態の変革等によって増減する可能性があります。

これらの状況を踏まえ当社グループといたしましては、景気の動向や経営環境の変化に柔軟に対応し、

継続的に安定した収益を確保できる基盤を確立するため、海外物流拠点の充実による効率的で且つきめ

細かいサービスの提供など「国際物流業務のトータルプランナーとして常に革新する企業」を目指し、

顧客のニーズの変化に対応した事業体となる経営を進めてまいります。

今後の見通しにつきましては、円高株安の経済情勢に加え、欧州の信用不安の影響により港湾物流にお

ける貨物量の不透明さが懸念されるなど、当社グループの事業環境は依然として厳しい状況ではありま

すが、新規顧客の獲得と既存顧客のシェア拡大及び付加価値荷物の取り込み等による売上拡大と原価・

経費の削減を念頭に、業績の向上に努めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,000,000

計 54,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,700,000 14,700,000
大阪証券取引所
市場第２部

単元株式数は1,000株
であります。

計 14,700,000 14,700,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月30日 ― 14,700 ― 735,000 ― 170,427
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(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

トランコム株式会社 名古屋市中区丸の内３丁目14-32 1,422 9.7

トレーディア㈱社員持株会 神戸市中央区海岸通１丁目２-22 919 6.3

株式会社大運 大阪市西区西本町１丁目10-10 859 5.8

前　田　慶　和 大阪府貝塚市 732 5.0

株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１-１ 727 4.9

日本郵船株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３-２ 687 4.7

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11-３ 667 4.5

日本製麻株式会社 富山県砺波市三島町11-18 569 3.9

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞ヶ関３丁目７-３ 447 3.0

株式会社シンワ・アクティブ 大阪府摂津市鳥飼中２丁目８-29 250 1.7

計 7,281 49.5
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 28,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 31,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,602,000
　

14,602 ―

単元未満株式 普通株式 39,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 　 14,700,000― ―

総株主の議決権 ― 14,602 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１

個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式475株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
トレーディア株式会社

神戸市中央区海岸通1-2-22 28,000 ― 28,0000.2

(相互保有株式)
広瀬産業海運株式会社

大阪市港区築港3-1-8 5,000 ― 5,000 0.0

(相互保有株式)
三笠陸運株式会社

神戸市中央区港島8-11-6 12,000 ― 12,0000.1

(相互保有株式)
株式会社忠和商会

横浜市中区新山下3-2-15 14,000 ― 14,0000.1

計 ― 59,000 ― 59,0000.4

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、神明監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 588,637 755,192

受取手形及び売掛金 1,839,244 2,001,730

繰延税金資産 118,814 130,659

立替金 569,333 737,287

その他 126,510 99,046

貸倒引当金 △2,319 △2,317

流動資産合計 3,240,220 3,721,599

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,418,644 1,365,040

機械装置及び運搬具（純額） 22,850 25,450

工具、器具及び備品（純額） 10,146 9,250

土地 1,156,869 1,156,869

リース資産（純額） 87,751 89,926

有形固定資産合計 2,696,262 2,646,539

無形固定資産

借地権 34,560 34,560

その他 17,880 17,104

無形固定資産合計 52,440 51,664

投資その他の資産

投資有価証券 983,632 879,373

差入保証金 815,338 812,275

その他 503,371 542,025

貸倒引当金 △47,066 △48,505

投資その他の資産合計 2,255,276 2,185,168

固定資産合計 5,003,979 4,883,372

資産合計 8,244,200 8,604,971
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 1,376,147 1,609,195

短期借入金 2,208,628 2,232,971

リース債務 31,262 34,882

未払法人税等 18,839 11,372

賞与引当金 193,550 203,870

その他 230,420 221,315

流動負債合計 4,058,848 4,313,607

固定負債

長期借入金 1,470,287 1,685,080

リース債務 61,163 60,018

繰延税金負債 5,194 26,183

退職給付引当金 248,535 193,812

役員退職慰労引当金 132,406 109,865

固定負債合計 1,917,587 2,074,959

負債合計 5,976,435 6,388,566

純資産の部

株主資本

資本金 735,000 735,000

資本剰余金 170,427 170,427

利益剰余金 1,331,466 1,248,790

自己株式 △8,542 △8,708

株主資本合計 2,228,352 2,145,509

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 39,412 70,895

その他の包括利益累計額合計 39,412 70,895

純資産合計 2,267,764 2,216,405

負債純資産合計 8,244,200 8,604,971
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業収入 7,437,770 7,798,681

営業費用 6,899,923 7,108,723

営業総利益 537,846 689,957

一般管理費 ※１
 546,354

※1
 561,445

営業利益又は営業損失（△） △8,508 128,512

営業外収益

受取利息及び配当金 42,404 15,359

持分法による投資利益 15,020 17,502

その他 39,493 30,913

営業外収益合計 96,918 63,775

営業外費用

支払利息 41,165 37,671

その他 2,405 2,036

営業外費用合計 43,570 39,708

経常利益 44,839 152,578

特別利益

固定資産処分益 － 826

貸倒引当金戻入額 104 －

特別利益合計 104 826

特別損失

固定資産除売却損 12 80

投資有価証券評価損 － 171,252

特別損失合計 12 171,333

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

44,931 △17,928

法人税等 16,747 △8,614

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

28,183 △9,313

四半期純利益又は四半期純損失（△） 28,183 △9,313
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

28,183 △9,313

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △63,149 31,483

繰延ヘッジ損益 1,394 －

その他の包括利益合計 △61,755 31,483

四半期包括利益 △33,571 22,169

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △33,571 22,169

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

44,931 △17,928

減価償却費 88,257 86,983

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18,138 △77,264

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,848 1,438

受取利息及び受取配当金 △42,404 △15,359

支払利息 41,165 37,671

持分法による投資損益（△は益） △15,020 △17,502

有形固定資産除売却損益（△は益） 12 △745

その他の損益（△は益） △1,276 △278

賞与引当金の増減額（△は減少） 102,592 10,320

投資有価証券評価損益（△は益） － 171,252

営業債権の増減額（△は増加） △207,204 △163,925

その他の資産の増減額（△は増加） △220,650 △140,505

営業債務の増減額（△は減少） 185,877 233,047

その他の負債の増減額（△は減少） 19,440 △8,740

小計 △24,266 98,463

利息及び配当金の受取額 42,404 15,359

利息の支払額 △31,969 △30,263

法人税等の支払額 △2,834 △9,691

営業活動によるキャッシュ・フロー △16,666 73,867

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △25,234 △31,638

有形固定資産の売却による収入 － 1,000

無形固定資産の取得による支出 △5,000 －

投資有価証券の取得による支出 △2,533 △2,667

貸付金の回収による収入 23,566 3,600

その他の収入 4,529 3,883

その他の支出 △29,688 △47,097

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,360 △72,919

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △472 △166

短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000 △40,000

長期借入金の返済による支出 △446,484 △420,864

長期借入れによる収入 － 700,000

配当金の支払額 △73,384 △73,362

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,341 165,606

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △71,367 166,554

現金及び現金同等物の期首残高 666,999 588,637

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 595,631

※１
 755,192

EDINET提出書類

トレーディア株式会社(E04346)

四半期報告書

15/21



【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

税金費用の計算

　税金費用につきましては、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。また、見積実効税率を使用できない場合は、税金等調整前四半期純利益に一時差異に該当しない重要な

差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

　 　

　１　偶発債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し

て、次の通り債務保証を行っております。

阪神コンテナー輸送㈱ 8,500千円

神戸港島港運協同組合 278,610千円

　　　(同組合員３社と連帯保証)

　２　受取手形割引高

　 43,963千円

　１　偶発債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し

て、次の通り債務保証を行っております。

阪神コンテナー輸送㈱ 5,500千円

神戸港島港運協同組合 285,680千円

　　　(同組合員３社と連帯保証)

　２　受取手形割引高

　 36,222千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

※１　一般管理費のうち主要な項目は、次のとおりであり

ます。

給料手当 209,963千円

退職給付費用 33,075千円

※１　一般管理費のうち主要な項目は、次のとおりであり

ます。

給料手当 208,822千円

退職給付費用 31,220千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 595,631千円

現金及び現金同等物 595,631千円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 755,192千円

現金及び現金同等物 755,192千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 73,384 5 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 73,362 5 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
その他
(注)１

合計 調整額

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)２

　 輸出 輸入 国際

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,755,0762,798,0842,757,113127,4957,437,770― 7,437,770

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

11,7823,202 ― 36,79151,777△51,777 ―

計 1,766,8592,801,2862,757,113164,2877,489,547△51,7777,437,770

セグメント利益又は損失(△) △3,516△38,43416,94616,496△8,508 ― △8,508

(注) １.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、船内荷役、港湾関連、倉庫業及びその

他の事業を含んでおります。

２.セグメント利益又は損失(△)の合計は、四半期連結損益計算書の営業損失であります。

　

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

輸出 輸入 国際

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,935,4543,021,3142,733,026108,8867,798,681― 7,798,681

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

6,266 1,074 ― 41,63148,972△48,972 ―

計 1,941,7203,022,3882,733,026150,5177,847,653△48,9727,798,681

セグメント利益又は損失(△) △95 83,78733,43811,381128,512 ― 128,512

　
(注) １.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、船内荷役、港湾関連、倉庫業及びその

他の事業を含んでおります。

２.調整額△48,972千円は、セグメント間取引消去額であります。

３.セグメント利益又は損失(△)の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は
　　１株当たり四半期純損失金額(△)

１円92 銭 △63銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) 28,183 △9,313

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額又は
　　普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円)

28,183 △9,313

    普通株式の期中平均株式数(千株) 14,665 14,661

(注) １. 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

２. 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月10日

トレーディア株式会社

取締役会  御中

　

神明監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    重    藤    鉱    一    印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　古  村　 永　子　郎　 　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているト
レーディア株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期
間(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成
23年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四
半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トレーディア株式会社及び連結子会社の平成
23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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